
団体名
団体web
サイトURL

申請事業の分類① ②イノベーション企画支援事業

申請事業の分類② -

申請事業の分類③ -

領域① １）子ども及び若者の支援に係る活動 領域②

③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援 ⑦

- - -

- -

領域③ ４）その他 領域④

未記入 - -

設立年月日
法人格取得年月日

団体概要

代表者名

代表者の役職

代表者名 2

代表者の役職 2

役員の人数

（その内）監事/監査役・会計参与の人数

置いている監事のうち公認会計士または税理士の人数

職員・従業員合計

常勤・有給・有期

常勤・有給・無期

常勤・無給(有期・無期)

非常勤・有給・有期

非常勤・有給・無期

非常勤・無給(有期・無期)

決済責任者、経理担当者、通帳管理者のうち、決済責任者と通帳管理者が異なること

1.必要な会計帳簿が備えられている

2.業務別に区分経理ができる体制である

年間決算の監査を行っているか
8

●監査

①監事で実施

6
●資金管理体制

はい

7

●区分経理・帳簿

はい

はい

4

●役員

11人

1人

0人

5

●事務局職員

15人

以下、職員・従業員の内訳

0人

0人

11人

0人

0人

4人

2

●団体概要
2011年に社会人MBAホルダーによって設立され、これまでに以下の事業を行なってきました。 1) 地方自治体への提案活動：岐阜県
各務原市、長野県泰阜村などで、コンサルティング 2) 教育普及活動：株式シミュレーターを用いて、小学生、高校生を対象に、経済に
ついての講義 3) 次世代型健康管理手法研究：医療機関向けに遺伝学的検査を受託解析、遺伝的リスクの研究。京都府立大学や東
京家政大学との共同研究により、環境要因のリスク研究と行動変容の研究

3

●代表者情報

-

-

申請事業概要

医療費は高騰し、超高齢化社会を迎える日本は大きなリスクに直面しています。大抵の方は「将来の負担を小さく考えてしまう」傾向にあります。健康保険制度で守られているため「病気になったら治療すれば良いという安易な依
存」を生み出してしまっています。さらに、「有意義なエビデンスが正しく伝えられていない（モノやサービスを売りたい情報との区別が困難）」といった、本質的な課題がいくつかあるため、病気予防の啓発が充分に行われてい
るとは言えない状況となっています。 NPOこどこどでは、自分の将来のことを考えて行動をするという修養を身につけることが、社会の将来を考えて行動することの前提となると位置付けています。 NPOこどこどが、医療機関な
ど、学会・学生団体など、製薬・食品メーカー・システム開発会社など、NPO法人など予防啓発事業を本気で担う中間支援組織（実行団体）に対して、資金および非資金的に支援することで、それぞれの事業目的の実現を伴走支援
し、病気予防の啓発という社会的課題の克服を目指します。

団体組織情報

1
●設立・法人取得年月日

2011/11/11
2012/8/20

 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

-

未記入

分野③ 分野④

副題 ～病気予防の行動変容に取り組む�団体の支援を通して国民の健康を増進～

優先すべき社会の諸課題選択科目

３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る
活動

分野① 分野②

2021年度通常公募_団体情報シート

特定非営利活動法人こどもたちのこどもたちのこどもたちの
ために

申請事業名
申請受付番号 2116

主題 健康促進基金



1 前年度の助成件数 （件）

2 前年度の助成総額（円）

システム入力
誓約 チェックあり

業務1.1の確認 チェックあり

業務1.2の確認 チェックあり

業務2の確認 チェックあり

業務3 該当なし
業務3の確認 チェックあり

同意 チェックあり個人情報保護に関する基本方針の同意

誓約確認等

助成実績

0

0

3

助成事業の実績内容

非資金的な助成事業を行っている。 ①地方自治体への提案活動 これまでNPOこどこどでは、地方自治体への提案活動として、岐阜県各務原市、長野県泰阜村などの地方自治体へのコンサルティングを行なってきた。
赤字運営の公共施設に対しての提案活動や、過疎山村の事業へのコンサルテーションを通して移住・定住政策等を行う事業。ビジネスの現場で働くNPOこどこどの社会人MBAホルダーのメンバーたちが地方自治体の
現場で検討し、課題を正面から見据えて検討し、地方自治体の意思決定を伴走支援し総合計画への反映など、結果を出してきた。 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援を行なっていくうえで、充分な経
験値を積み上げている。 ②教育普及活動 教育普及活動では日本経済の競争力を高めていくために、小学生・高校生向けの経済教室を開講してきた。日本ではあまり行われていない経済についての教育カリキュラム 
を開発し、社会人MBAホルダーのメンバーたちが教育の現場に立って経済の基礎的な仕組みを教えてきた。医学部生やなど一定の教育水準にある若者への指導は、わたしたちにとってはずいぶん容易である。わたし
たちの経験は、社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援に役立てることができる。 双方の事業に共通しているのは、社会人MBAホルダーのメンバーが理論を徹底的に考え抜き、生活者や顧客の目線でハンズオン
で伴走支援してきたこと。本件事業を行う上で充分な経験を積んでいる。

欠格事由に関する誓約
業務に関する確認




